
資料３
学校施設の在り方に関する調査研究協力者会議

（第３回）
2023年3月14日（火）10:00-11:30

学校施設整備に係る現状の取組等について
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新しい時代の学びの環境整備先導的開発事業について

新しい時代の学びに対応した学校施設の整備モデルを構築するため、学校設置者による基本計画等の策定、計画・設計プロセスの
支援を実施するもの。２～３件を実施予定。

公募対象 （１）国公私立の小中学校の設置者、（２）特定非営利活動法人、民間企業等が学校設置者と連携して実施

公募期間 2023年（令和5年）3月８日～3月29日

事業期間 2023年（令和5年）5月～2024年（令和６年）3月

成果物 他の学校設置者の参考となるよう、新しい時代の学びに対応した学校施設の基本計画及びその検討経緯をまとめたもの

過去２年間の実施事業のポイント
〇千葉県市川市（令和３年度実施）
・「自分に適した学習スタイルを選択できる学校づくり」、「脱炭素化された施設を体感し、生きた環境学習が行える学校づくり」をテーマに挙げる。
・オープンスペースと結び付けた学習空間を検討。図書室は周囲の特別教室を関連付けてメディアセンターを計画。

〇福岡県築上町（令和３年度実施）
・「小中学校と地域コミュニティ一体型校の施設整備」をテーマに挙げる。
・小学校は学年ごとの教室配置にまとまりをもたせた「学年ユニット」を基本単位とし、多様な学習方法や発表の場を確保するとともに交流や関わり合いを意図した計画。
・中学校は全教科に専用のラーニングスペースを設け、教科センター方式を採用。教科毎の専門性や特色を生かすため教科ユニットを検討。
・「社会教育施設を学校に開放する」という視点で複合化を検討。

〇東京大学（令和３年度実施）
・「附属学校独自の教育カリキュラムに対応した学習空間の整備」をテーマに挙げる。
・探求協働による学習活動に適した普通教室、図書館を核にしたラーニングコモンズによる探求空間、空間ユーザインターフェイスを備えた空間等の導入を検討。
・普通教室にも豊富な板書面・映写面のほか、明るく風通しの良いリフレッシュ空間等、現代的な授業運営のできる空間を検討。
・教職員コモンズとして、フリーアドレス制を含む、多様な教職員同士のコミュニケーションを誘発する空間を検討。

〇長野県小諸市（令和３年度実施）
・詳細な児童生徒推計を分析することで市内における各学校施設の再編時期を検討。コスト分析も踏まえ、複数の計画案を比較し計画案を作成。
・小中連携をはじめ異なる学年間でのつながりや交流機能のほか、地域共同スペースを検討。
・カリキュラムマネジメント等の打合せスペースなど小中教職員同士のコミュニケーションの場も検討。

〇北海道中頓別町（令和４年度実施）
・小中学校の一体的な教育の実現及び町民センター（社会教育施設）との複合化を通じて、地域の中核拠点となる学校施設の整備を目指す。

〇和歌山県串本町（令和４年度実施）
・南海トラフ地震を想定した高台移転を実施し、地域における防災拠点として計画するとともに、学びの空間の多様化（コモンズ）や地域開放を念頭においた施設計画を検討。



● 令和２年５月のバリアフリー法の改正により、既存公立小中学校等施設のバリアフリー化が努力義務化さ
れたことを踏まえ、文部科学省では、令和７年度末までの整備目標を設定し、取組の加速を要請。

● 学校設置者は、関係部局との連携を図りながら整備計画を策定し、計画的な取組を加速することが必要。
具体的には、要配慮児童生徒の入学予定情報等を早めに収集しつつ、あらゆる機会を捉えて学校施設のバ
リアフリー化を図るとともに、長寿命化改修等の大規模改修時には、施設全体のバリアフリー化を進める
ことが重要。

● 文部科学省では、令和３年度から、バリアフリー化のための改修事業について国庫補助率を1/3から1/2に引
き上げ。

●バリアフリー化率の現状と、令和７年度末までの国の目標

令和７年度末までの目標令和4年度令和2年度対象

避難所に指定されている全ての学校※に整備する
※令和4年度調査時点で総学校数の約93%(校舎)、約98%（屋内運動場）に相
当

70.4%65.2%校舎
バリアフリートイレ

41.9%36.9%屋内運動場

全ての学校に整備する

82.2%78.5%校舎
門から建物の前まで

スロープ等による
段差解消

77.9%74.4%屋内運動場

61.1%57.3%校舎昇降口・玄関等から
教室等まで 62.1%57.0%屋内運動場

要配慮児童生徒等が在籍する全ての学校※に整備する
※令和4年度調査時点で総学校数の約41%(校舎)、約76%（屋内運動場）に相
当

29.0%27.1%校舎
エレベーター
（1階建ての建物のみ保有する学校を含む）

70.5%65.9%屋内運動場

実質地方負担20%

国 庫 補 助 地 方 負 担

学校教育施設等整備事業債
75%

50% 3.75% 11.25%26.25%8.75%

財源対策債
15%

元利
償還
金の
50%

元利償還金の70%

地方債の充当（地方負担の90%）

交付税措置（地方債の66.7%）

10%

●バリアフリー化工事の国庫補助算定割合引き上げ ※地方負担分について、90％まで地方債を充当可能。そのうち66.7％が交付税措置される。

※学校施設のバリアフリー化に関する計画等がある地方自治体は25％に留まる。

公立小中学校等施設におけるバリアフリー化の加速について
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既存施設を含めた学校施設のバリアフリー化が着実かつ迅速に
進められるよう、部局間の連携を含め、積極的な取組にご協力をお願いします

また、整備計画の策定状況やバリアフリー化の状況のフォローアップを継続的に実施する予定

● 文部科学省ウェブサイト中に 「学校施設のバリアフリー化の推進」の特設ページを開設。

特設ページでは以下の内容を公表

学校施設のバリアフリー化の検討や実施のほか

部局間の連携や学校関係者の機運醸成等のため

にご活用ください。

・バリアフリー化に関する調査研究・事例集

・整備目標・実態調査

・これまでの通知・事務連絡等

・国庫補助制度

・広報資料（ポスター、チラシ）

・相談窓口

掲載URL

https://www.mext.go.jp/a_menu/

shisetu/seibi/mext_00003.html

公立小中学校等施設のバリアフリー化に関する国の更なる取組について
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１．新しく建築された⽊造施設の整備状況及び
⾮⽊造施設の内装⽊質化の状況

令和３年度令和２年度令和元年度

６９０８０５８２３全施設数

１２５

(１８.１％)

１５４

(１９.１％)

１８６

(２２.６％)
うち⽊造施設数①

（⽊造施設数/全施設数）

５６５６５１６３７うち⾮⽊造施設数

３９５

(５７.２％)

４４１

(５４.８％)

３２２

(３９.１％)

うち内装⽊質化数②

（内装⽊質化数/全施設数）

５２０

(７５.４％)

５９５

(７３.９％)

５０８

(６１.７％)

⽊材を使⽤した施設数①＋②

（内装⽊質化数/全施設数）

※ ⽊材の利⽤状況調査より
※ 公⽴の幼稚園、⼩学校、中学校、義務教育学校、⾼等学校、
中等教育学校、特別⽀援学校の計

２．新しく建築された学校と⽊材を使⽤して
改修された学校の⽊材使⽤量

令和３年度令和２年度令和元年度

４８,１８５３９,５７２４４,９７８全施設⽊材使⽤量

２７,５２７

（５７.１％）

２３,４４２

（５９.２％）

２８,１９４

（６２.７％）
うち国産材
（国産材率）

１３,８１８１４,２４０１７,５１０うち⽊造施設

１１,２１９

（８１.２％）

１０,３６４

（７２.８％）

１４,４３３

（８２.４％）
うち国産材
（国産材率）

３４,３６７２５,３３２２７,４６８うち⾮⽊造施設
（内装等に⽊材を使⽤）

１６,３０９

（４７.１％）

１３,０７８

（５１.６％）

１３,７６１

（５０.１％）
うち国産材
（国産材率）

※ ⽊材の利⽤状況調査より
※ 公⽴の幼稚園、⼩学校、中学校、義務教育学校、⾼等学校、
中等教育学校、特別⽀援学校の計

※ 数値は、単位未満を四捨五⼊しているため、内訳と合計が⼀致
しない場合がある

令和３年度に新しく建築された全ての学校
施設690棟のうち、520棟（75.4％）が⽊
材を使⽤。

令和3年度に整備された学校施設では、
48,185㎥の⽊材を使⽤。うち、13,818㎥
（28.7％）が⽊造施設で、34,367㎥
（71.3％）が⾮⽊造施設の内装⽊質化等
において使⽤された。

参考 全⽊造施設数
 全学校施設数 ︓ ３６６,１６７棟
 うち⽊造施設数︓ ３１,９０４棟（８.７％）

※公⽴学校施設実態調査より（令和３年５⽉１⽇時点）
※公⽴の幼稚園、⼩学校、中学校、義務教育学校、⾼等学校、中等教育学校、特別⽀援学校の計

学校施設における木材利用（公立学校施設における木材利用進捗状況）
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